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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、上場企業として市場経済の発展に寄与すべき責務を負うと同時に、有限希少の電波を預かる放送事業者を傘下に持つ認定放送持株

会社として、高い公共的使命を与えられている企業であり、公平・公正・正確な情報の発信、とりわけ災害・緊急時には社会のライフラインとしての

機能を果たすべき放送事業の社会的責任を深く認識しております。これらの社会的使命を実現し、放送事業を中心にコンテンツの制作開発力を

維持・向上させていく上で、当社グループの従業員等の人材は勿論のこと、業務委託先や取引先等のコンテンツを支える人々との長期の信頼関

係も極めて重要な経営資源であり、当社の企業価値の源泉を構成するものです。

したがって、当社の企業価値および株主の皆様共同の利益を最大化していくためには、中長期的な観点から、このような当社の企業価値を生

み出す源泉を育て、強化していくことが重要であり、かかる認識を基に、創り出すコンテンツの高い品質と経営の効率を同時に追求することによ

り、当社の企業価値および株主共同の利益の最大化を目指すことが、コーポレート・ガバナンスの基本方針と考えております。

また、すべての役職員が守るべき基本的誓約として「ＴＢＳグループ行動憲章」を制定し、これを具体的に実現するための基準として「ＴＢＳグルー
プ行動基準」を定め遵守の徹底をはかるなど、取締役の職務の執行が法令および定款に適合すると共に、その経営判断と業務執行が上記の基
本方針に沿ってなされるべく、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

［原則４－１１．取締役・監査役会の実効性確保のための前提条件］

取締役会は、経営戦略を実現できる高い業務執行能力を有する常勤取締役と、業務執行に携わらず取締役に対する実効性の高い監督を行うこ
とを主要な役割とする社外取締役で構成することとします。

現在、女性の取締役は選任しておりませんが、適任な方が選任できるよう努めてまいります。なお、当社においては、放送法の定めにより、外国
人を取締役とすることはできません。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－３ 資本政策の基本的な方針】

当社は、企業価値および株主価値の持続的な向上を目指すとともに、認定放送持株会社として、高い公共的使命を果たすために必要十分な株
主資本を維持することを基本方針としております。

配当につきましては、株主の皆様への利益還元を重視する姿勢を明確にするため、連結業績に連動した配当方針をとっております。具体的に
は、配当の基準を連結の親会社株主に帰属する当期純利益とし、目処とする配当性向については30％としております。なお、特殊な要因で利益
が大きく変動する場合等については、別途その影響を考慮して配当額を決定いたします。

経営環境の変化に機動的に対応し、株主価値の向上に資する財務政策等の一環として自己株式の取得、処分、消却等を行います。

【原則１－４．政策保有株式】

当社グループの株主共同の利益を最大化していくためには、企業価値向上に努めるとともに、認定放送持株会社としての高い公共的使命を果
たすことが必要と認識しております。これらの観点から、協力関係、取引、業務提携などを総合的に勘案し、経営戦略の一環として必要と判断する
企業の株式を保有いたします。

そして当社は、直近事業年度末の状況に照らし、保有の意義が認められないと判断した政策保有株式については売却してまいります。毎年、取
締役会で個別の政策保有株式について、保有目的・関係性の状況、経済合理性等を総合的に勘案し、継続保有の適否を検証いたします。なお、
経済合理性については、保有に伴う便益やリスクを当社の資本コストを基準に検証いたします。

議決権行使にあたっては、投資先企業の経営方針を尊重しつつ、中長期的な企業価値の向上に資するか否かという観点から、議案の内容を精
査し適切に議決権を行使いたします。但し、当社の企業価値を毀損するおそれがあると考えられる場合や、重大な法令違反が見られる場合など
には、議案の趣旨確認等、必要に応じて投資先企業と十分な対話を行い、慎重に判断することといたします。

2019年度につきましては、9月、10月の取締役会等において、検証方法の検討及び個別銘柄の検証を行いました。その結果、５銘柄の全部また
は一部を売却いたしました。2019年度の政策保有株式売却価額の合計額は、28,418百万円となりました。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

取締役との利益相反取引については、会社法および取締役会規則に基づき、事前に取締役会の承認を得た上で行い、その結果を取締役会に
報告しています。また、役員およびその近親者との取引について、毎年定期的に確認しています。

主要株主等の関連当事者との取引については、一般の取引と同様にＴＢＳグループ行動基準に基づき公正に行うこととしています。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、従業員の福利厚生の一環として、確定拠出年金制度を導入しており、従業員に対して、定期的に制度に関する教育に取り組んでおりま



す。

【原則３－１．情報開示の充実】

（１） 会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社の経営理念および中期経営計画は、当社ホームページにて公表しております。

ＴＢＳグループ行動憲章 https://www.tbsholdings.co.jp/about/governance/statement.html

グループ中期経営計画2020 https://www.tbsholdings.co.jp/about/plan.html

（２） 本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

本報告書「１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」の「１．基本的な考え方」に記載

の通りです。

（３） 取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

取締役報酬は、取締役会の諮問による「報酬諮問委員会」の答申に基づき、以下を基本方針としております。

・「企業価値の向上」「公共的使命の完遂」を実現のための優秀な人材を確保・維持し、安定した経営の基盤となる報酬制度であること。

・「株主の視点」を重視し、株主様との価値共有を進める報酬制度であること。

・「報酬諮問委員会」における審議による客観的で透明性の高い決定プロセスであること。

取締役報酬体系、水準及び構成等は、取締役会の諮問により「報酬の基本方針」を踏まえて「報酬諮問委員会」が審議し、その答申に基づき決
定しております。

取締役報酬は、『基礎報酬』、『業績連動報酬』及び『株式報酬』により構成します。なお、業務執行から独立した立場である社外取締役は『基礎
報酬』のみとします。

なお、取締役報酬の決定手続の客観性を高めるために設置している「報酬諮問委員会」は代表取締役２名、社外取締役１名、社外監査役１名で
構成しています。

(４) 取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続／補充原則４－１１－１ 取締役会全体としての

多様性、規模に関する方針

代表取締役社長を含む取締役の候補者は、経営戦略を実現できる高い業務執行能力を有する人物および経営者としての豊富な経験・知識を有
し当社の事業特性を理解する人物とし、業務執行に携わらず取締役に対する実効性の高い監督を行うことを主要な役割とする人物を社外取締役
として指名しています。なお、指名にあたっては、取締役会の全体の構成の多様性と業務執行と監督のバランスの適正規模を考慮しています。

監査役の候補者は、内部統制に知見を有する人物および当社の属する業界にとらわれない多様な人物を指名しています。

代表取締役社長を含む取締役候補者の選定にあたっては指名諮問委員会における審議を経た上で、監査役候補者の選定にあたっては監査役
会の同意を得た上で、取締役会で決定し、株主総会に提案しています。

なお、代表取締役社長を含む取締役が法令・定款等に違反するなど、客観的に解任が相当と判断される場合には、指名諮問委員会における審
議を経た上で、取締役会で決定し、株主総会に提案します。

(５) 取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

株主総会招集通知の「参考書類」に記載しております。

【補充原則４－１－１ 経営陣に対する委任の範囲】

取締役会の決議を要する経営上の重要事項および取締役の業務執行に関する報告事項を取締役会規則で規定しています。また、個別の業務
執行に関しては、経営会議規定および諸規則において委任の範囲を規定しています。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

東京証券取引所の独立性基準に、以下を加えて判断します。

（１）当社株式を１０％以上保有する主要株主の業務執行者

（２）当社の連結売上高に対する販売実績割合が１０％以上の販売先の業務執行者

（３）中核子会社のネットワーク局の業務執行者

【補充原則４－１１－２ 取締役・監査役の兼任状況】

取締役および監査役（候補者を含む）の重要な兼職の状況につきましては、「事業報告」、「参考書類」および「有価証券報告書」等の開示書類に
おいて、毎年開示しています。

【補充原則４－１１－３ 取締役会の実効性の分析・評価 】

２０１９年４月から２０２０年３月までに実施した取締役会の実効性の評価について、各取締役・監査役にアンケートを実施し、全員から回答を得ま
した。評価項目は、取締役会の構成、審議事項の水準・内容、業務執行と経営計画、業務執行のモニタリング、情報提供、発言や議論の環境で、
これらの結果について２０２０年４月の取締役会で議論し、その結果、取締役会の実効性は、概ね確保できていると確認されました。一方で、今後
の課題について具体的な意見・指摘があり、更なる改善を重ねてまいります。

【補充原則４－１４－２ 取締役・監査役のトレーニングの方針】

社外の新任役員に対しては、就任前に、当社の経営理念、定款等諸規定、内部統制・リスク管理体制について説明いたします。社内出身の新任
役員に対しては、就任時に会社法等の重要な法令に基づく役割・責務について必要な知識を取得する機会を設けています。

現任の取締役および監査役に対しては、その役割・責務を果たすために必要な知識を取得、更新する機会を提供いたします。





















Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、有限希少の電波を預かる放送事業者を傘下に持つ認定放送持株会社として、「ＴＢＳグループ行動憲章」に謳った放送の社会的責任と
公共的使命を常に念頭において、コーポレートガバナンスの充実・強化をはかります。当社は、企業集団として内部統制体制を構築・推進するた
め、社長を委員長とする「ＴＢＳグループ企業行動委員会」を設置し、適正かつ効率的な事業遂行を達成するとともに、企業集団としての企業価値
の維持・増大をはかります。同委員会は、当社および当グループの取締役ならびに外部委員で構成し、以下の事項を所管しております。（１）内部
統制体制の整備・評価・改善に関すること、（２）企業倫理の確立に関すること、（３）リスクの管理および適正で効率的な業務の推進に関すること、
（４）情報開示体制に関すること、（５）当グループ各社の取締役会の諮問に関すること

当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制として、（１）当グループが最良の企業体として成長して

いくための企業理念を掲げて、「ＴＢＳグループ行動憲章」を制定し、すべての役職員が守るべき基本的誓約としております。また、同憲章を具体

的に実現するための基準を、「ＴＢＳグループ行動基準」として定め、これらの遵守の徹底をはかっております。（２）「ＴＢＳグループ情報開示基本

方針」を策定し、適時かつ適切な情報開示を行い、当グループとしての説明責任を果たすこととしております。（３）当社社外取締役・社外監査役お

よび外部の有識者からなる「企業価値評価特別委員会」は、取締役会の諮問に応じ、企業価値最大化を実現する方策としての的確性を検討し、

検討結果を取締役会に勧告することとしております。（４）当社においては、常勤監査役に社外監査役が加わり監査役会を置いて監査を行っており
ます。特に重要な子会社である株式会社TBSテレビにおいては、監査役会は置いておりませんが、社外監査役など当社に準ずる体制で監査を
行っております。

当社は、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制として、（１）取締役の職務執行に係る情報については、「文書取扱規
定」において各種文書の取扱基準を設け、定められた文書保存期間に基づき、適切かつ確実に保存・管理しております。（２）取締役および監査役
から、取締役の職務執行に係る文書の閲覧請求があった場合は、速やかに対応できるよう文書保管体制を整備しております。

当社は、損失の危険の管理に関する規定その他の体制として、（１）事業活動および業務プロセスに係る損失の危険を継続的にコントロールする
ために必要な「TBSグループ総合リスク管理基本方針」「TBSグループ総合リスク管理規定」等規程を定め、運用要領に基づくリスク・モニタリング
を行い、「ＴＢＳグループ企業行動委員会」の小委員会である「ＴＢＳグループ総合リスク管理委員会」で、半年ごとに総括しております。（２)株価、為
替、金利変動のリスクについて、「市場リスク管理基本方針」を定め、半年ごとにその方針を見直し、適切に対応しております。（３）投資および融資
の管理、調整、その効率的運用を図るため、「投融資管理規定」を定め、「投融資部会」が、投融資の適否の事前審査にあたり「常勤役員会」に諮
るものとしております。（４）企業ブランドの毀損等の重大なリスクの発生に備えるため、通常時とは異なる対応組織の構築、業務手順、情報管理
のあり方等を定めた「ＴＢＳグループ危機対応規定」を策定し、重大なリスクの現実化に対応しております。（５）「ＴＢＳグループ情報連絡会議」を設
置して、リスクの現実化に際して、事案に対応するために必要な情報を集約し、情報の共有化をはかっております。（６）「情報セキュリティー基本
方針」を定め、不正アクセスやコンピューターウィルス等によるシステムの破壊、データの漏えい、侵奪等を防止するとともに、ネットワークの適切
な利用をはかっております。

当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、（１）取締役の職務の効率性を確保するための体制の基

礎として、取締役会を原則として月１回定時に開催することとしております。（２）経営方針および経営戦略に係る重要事項については、原則として
週１回開催される「常勤役員会」において議論を行い、その審議を経て執行決定を行うこととしております。（３）主要なグループ会社に係る重要事
項については、原則として月２回開催される「グループ執行役員会」において議論を行い、その審議を経て執行決定を行うこととしております。（４）
総合的な長期経営計画を策定するため、社長の諮問機関である「常勤役員会」が直接、長期経営計画の実施を推進・調整することとしておりま
す。

当社が、職員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制として、（１）「ＴＢＳグループ行動憲章」を、すべての役職員

が守るべき基本的誓約として制定し、同憲章を具体的に実現するための基準として「ＴＢＳグループ行動基準」を定め、これを遵守することとしてお

ります。（２）法務・コンプライアンス統括室を、コンプライアンス体制の整備、運用をはかる統括部署として有効かつ適切に機能させています。ま
た、業務監査室を、内部監査部門として有効かつ適切に機能させております。（３）当グループの内部通報制度として、「ＴＢＳホットライン」を整備
し、法令または社内規則に違反する事実等についての通報の受付窓口を、業務監査室および社外弁護士事務所に設け、適切に運用しておりま
す。（４）特定の職員への権限の集中を排除するための人事的措置等、内部牽制機能を整備しております。

当社は、当社および当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制として、（１）「ＴＢＳグループ行動憲章」および
「TBSグループ行動基準」を、当グループ各社共通の誓約・行動指針とし、当社は、グループ各社に対して、その遵守を徹底するため定期的なレ
ビューを行っております。（２）傘下の放送局である株式会社ＴＢＳテレビ、株式会社ＴＢＳラジオ、株式会社ＢＳ－ＴＢＳにおいては、放送法に基づい
て設置される「番組審議会」が、放送番組の改善・向上をはかる目的で、各社の諮問に対する答申および建議を行います。（３）当社に「業務監査
室」を置き、当グループ各社を含めた業務監査を行っております（４）当グループ各社において、「ＴＢＳグループコーポレートガバナンス要綱」を策
定し、内部統制体制を構築・運用するよう浸透をはかり、グループ内親会社・子会社関係の健全性を保つための体制を整えております。（５）当グ
ループ各社は、「ＴＢＳホットライン」に参加し、その周知をはかるための体制をつくり、運用しております。（６）当グループの業務の適正化と経営効
率の向上をはかる目的で、「関係会社経営管理規定」を定め、子会社の取締役等が職務の執行に係る事項を当社に報告する体制を整えるととも
に、関係会社の指導および育成を促進します。（７）当グループの経営状況は、「グループ執行役員会」における各グループ会社からの報告により
共有化をはかります。

当社は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制および監査役への報告に関する体制として、（１）監査役の職務を補助す
るため監査役室を機能させ、補助すべき職員は監査役の指示に基づき監査役の補助を行い、その人事考課、異動、懲戒については監査役の同
意を得る体制を確保することとしております。（２）監査役会は、監査役の調査に関する事項等について、必要な場合は監査役会調査本部を設置
し、監査役会が任命した職員をして監査役会または監査役を補佐させることとし、調査本部の調査に係る費用は会社が適切に負担することとして
おります。（３）取締役および職員は、業務または業績に影響を与える重要な事項について、監査役にそのつど報告しております。また、報告した
事実や内容をめぐって、不利な取扱を受けない体制を確保することとしております（４）監査役は、随時、必要に応じて、取締役および職員に対して
報告を求めることができることとしております。（５）「ＴＢＳグループ情報連絡会議」「ＴＢＳホットライン」の適正な運用をはかることにより、法令違反
その他のコンプライアンス上の問題について、監査役への適切な報告体制を確保しております。（６）監査役は、業務監査室が行った内部監査の
結果について報告を受けることとしております。（７）監査役は、重要会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、担当取締役からの業務執行に関す
る報告を求めることができるほか、必要に応じて各部門への直接聴取を行うことができることとしております。（８）監査役、会計監査人、業務監査
室と法務・コンプライアンス統括室は有効かつ効率的な内部統制を構築するため情報を共有しております。（９）監査役の職務の執行について生じ
る費用については、監査役の意思を尊重して、適切に会社が負担しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

「ＴＢＳグループ行動基準」に、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては断固として対決し、名目にかかわらず、いかな
る利益供与も行わない旨、業務において不正行為を知ったときには、速やかに通報するよう努める旨規定しており、同基準に基づき内部通報制度
の運用規程を整備しております。
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重要事項・決算情報 
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常勤役員会 

構成：代表取締役社長、常勤取締役・執行役員等 

【事務局：総務局、財務戦略局】 
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情報開示委員会 

委員長：情報取扱責任者(ESG戦略責任者取締役) 

委員：総務局長、財務戦略局長、法務・コンプライアンス統括室長 

【事務局：総務部】 

伝達 

付議 
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務
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監査 

監査 
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